第２回総会

平成１８年２月２３日

島根県社会福祉士会

　会　員　各　位

島根県社会福祉士会

会 長　松本 憲二郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公 印 省 略）

平成１７年度第２回総会並びに研修会の開催について（お知らせ）

立春を過ぎてもなお「早春賦」の歌詞通りの寒さ厳しいこの頃です。

皆さまいかがお過ごしでしょうか。

さて、本会の平成１８年度事業活動について討議していただくため、通常総会並びに会員研修会を下記により開催したいと存じます。

つきましては、なにかとお忙しいことと思いますが、当日お繰り合わせご出席くださるようお願いします。

なお、お手数ですが総会及び研修会への出席について、別添用紙により、

３月１７日（金）までに事務局宛ご回報をお願いします。

ご都合がつかなくて欠席される場合には、必ず「委任状」を提出してくださるようお願いします。

記

１．日　時　　　平成１８年３月２１日（火）　１３：００～１６：００

２．場　所　　　「いわみーる」　４階

　　　　　　　　浜田市野原町１８２６-１　電話：０８５５-２４-９３３０

３．時間割　　　１３：００～１６：００
　　　　　　　　　総　会

　　　　　　　　研修会

●　テーマ　「地域包括支援センターへの取組みの現況」

　　　　　　　　‐支部の基本スタンス

　　　　　　　　‐「社会福祉士実務研修指導者研修」報告

４．総会議題　　

（1） 平成１８年度事業計画（案）について

（2） 平成１８年度収支予算（案）について

（3） 委員会活動計画（案）について

（4） 次期役員体制（案）について

（5） 次期事務局体制（案）について、その他

添付：連絡用紙

平成１８年３月１７日（金）までに郵送によりご連絡ください。

平成１８年　　月　　日

島根県社会福祉士会 事務局 行

会員番号：　　　　　　　
会員氏名：　　　　　　　　　　　
所　　属：　　　　　　　　　　　　　　　

１．研修会への参加について（該当に○を付す、以下同じ）

　　・ 参加します　　　　　・ 参加しません

２．平成１７年度第２回総会への出席について

　　・ 出席します　　　　　・ 欠席します

〈委 任 状〉

　　平成１７年度第２回総会における表決事項について、

　　（　　　　　　　　　　）を代理人として、表決を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　委任者氏名：　　　　　　　　　　
	島根県社会福祉士会
平成１７年度第２回会員研修


平成１８年４月１日から始動する「地域包括支援センター」について、もう一度、改正介護保険法の原点に立ち返り、一緒に考えましょう。

　今回は、「地域包括支援センター社会福祉士実務研修　モデル研修　平成１７年１１月１１日（金）～１３日（日）」、「地域包括支援センター社会福祉士実務研修　指導者研修　平成１８年３月４日（土）」について報告します。

■　日　時　平成１８年３月２１日（火）1３:０0～1６:00

　　（総会後に、研修会を開催します　申込み不要）

■　場　所　いわみーる４階

浜田市野原町1826-1　TEL:0855-24-9330
■　演　題　「地域包括支援センターについて」

■　講　師　島根県社会福祉士会　会員

■　参加費　無料

■　対象者　島根県社会福祉士会会員、入会予定の社会福祉士

■　研修に関する問合せ先　n66-s@izumo-net.ne.jp
（生涯研修委員会　長廻）
2006.03.11　平成17年度医療社会事業従事者研修会
１．開催期日：平成18年3月11日（土）14：00～16：30

２．開催場所：くにびきメッセ６０１大会議室（松江市学園南１－２－１）

３．講演テーマ：「ソーシャルワーク実践と援助者のゆらぎ」

　　キーワード：「援助者のゆらぎ、ソーシャルワーク実践、対人援助技術」

４．講演者：尾崎　新　氏（立教大学コミュニティ福祉学部教授）

５．ねらい

援助者は、現場に於ける相談援助には、これといった正しい答えは存在しない、と感じることがあります。援助者は、常に迷い、葛藤する日々を送っています。

　　　今日、医療制度、介護保険制度等の大幅な見直しがされるなかで、医療や介護の現場に於ける相談援助業務は、様々な影響を受けています。急性期病院における退院援助をはじめとした業務のスピードが要求される場面では、多忙な中で画一的な対応に流れてしまいがちです。「利用者本位」と言われながらも、家族や援助者側の立てた援助の方向性に沿って話が進んでしまい、援助者自身が不全感に直面することも少なくありません。

　　　そこで、現場で「ゆらぐ」という体験から、何を学ぶことができるのかについてご講演いただき、日々の「ゆらぎ」が渡した知野専門性や対人援助技術を高めていく糧となるための機会とします。

６．対象者

　　　医療機関相談員（ＭＳＷ、ＰＳＷ等）、介護支援専門員、保健師等の相談援助職

　　　在宅介護支援センター・介護老人保健施設・特別養護老人ホーム等の相談員

　　　福祉職を目指す学生等

７．定員　１００名（予定）

８．資料代　１，０００円

９．申し込み　別紙申し込み用紙（ファックス）にて申し込み下さい。

10．後援　島根県　社団法人日本精神保健福祉士協会島根県支部　島根県介護支援専門員連絡協議会

11．問い合わせ先

　　島根県医療社会事業協会（公立雲南総合病院　保健推進課）担当　三島

　　ＴＥＬ：０８５４－４３－２３９０　ＦＡＸ：０８５４－４３－３６０２

講演者の主な著書

＊ケースワークの臨床技法－「援助関係」と「逆転移」の活用

　１９９４年１月、誠信書房、全１７９ページ、２,２００円

＊対人援助の技法－「曖昧さ」から「柔軟さ・自在さ」へ

　１９９７年３月、誠信書房、全２１４ページ、２,０６０円

＊「ゆらぐ」ことのできる力－「ゆらぎ」と社会福祉実践
　１９９９年１１月、誠信書房、全３４２ページ、２,６００円

＊「現場」のちから－社会福祉実践における現場とは何か
　２００２年３月、誠信書房、全３９９ページ、３,０００円

	平成１７年度医療社会事業従事者研修会参加申込書


≪参加申込先≫

　　公立雲南総合病院　保健推進課　福祉係内　島根県医療社会事業協会　三島　行

　　ＦＡＸ番号　０８５４－４３－３６０２（送信票は不要です）

≪送信者≫所属機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　氏　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　　

　参加を希望される方は、下記にお名前等を記入してください。

　なお、参加定員がありますので、申込先着順に受け付けさせていただき、定員になり次第、締め切らせていただきます。

　申込〆切は、３月１日（水）です。

	所属機関
	職名
	氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


福祉関係者のための成年後見活用講座
１．ねらい
成年後見制度の有効な活用を図るために、成年後見制度の基本的理解や実践知識を修得する

２．対象者

県・市町村保健福祉担当、障害者相談支援担当、市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、居宅介護支援事業所、障害者援護施設、老人福祉施設、知的障害者福祉施設、精神障害者社会復帰施設等の職員、介護療養型医療機関の相談担当職員、家族の皆様

３．主催　島根県社会福祉士会　権利擁護センター「ぱあとなあ島根」

４．後援　島根県司法書士会（予定）
５．会場　「湖陵荘」　　出雲市湖陵町二部 1192-1  TEL 0853-43-1311
６．日程　平成１８年３月１１日（土）　９：２０～１５：３０
７．参加費　一般　７，０００円（テキスト・資料代を含む）
　　　　　　島根県社会福祉士会会員　５，０００円（テキスト・資料代を含む）

	時 間
	日程

	9:00
	受付

	9:20
	開講式

	9:30
	講義：「成年後見制度の概要」

ねらい：成年後見制度の理念、法定後見及び任意後見の概要について理解する

講師（調整中）

	10:30
	講義：「成年後見人の職務」

ねらい：成年後見人の権限や実務概要及び福祉専門職との関係について理解する

講師：島根県弁護士会　周藤　滋さん

	11:30
	講義：「地域福祉権利擁護事業と成年後見制度」

ねらい：地域権利擁護事業の概要と成年後見制度との関係について理解する
講師：島根県社会福祉士会

	12:30
	昼食・休憩

	13:30
	講義：「任意後見制度の活用」

ねらい：任意成年後見制度の活用と福祉専門職との関係について理解する

講師（調整中）

	14:30
	講義：「法定後見等の申立ての実務」

ねらい：法定後見の申立の流れや実務について、事例を用いて具体的な手順等を理解する
講師：島根県社会福祉士会

	15:30
	閉講式


※　昼食（弁当）を８００円で販売しております。希望者は参加申込書にご記入下さい。

　　なお、会場付近には、コンビニもございます。

※　参加申込書は裏面にございます。

島根県社会福祉士会　権利擁護センター「ぱあとなあ島根」　行き

ＦＡＸ　０８５５－５５－０９１０

「福祉関係者のための成年後見活用講座」参加申込書

	氏　　　名
	

	会員の有無
	・一般参加　　　　　　　　　　　　・会員参加（会員番号　　　　　　　　）



	住　　　所
	〒



	勤　務　先
	（職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	連　絡　先
	・自宅　　　　　　　　　　　　　　・勤務先

	
	〒

ＴＥＬ．

ＦＡＸ．

	昼食の希望

　８００円
	　　・希望します　　　　　　　　　　　・不要です


	（質問があれば、お書き下さい）




2006.01.29　第１８回社会福祉士国家試験【案内】

厚生労働省ホームページ　http://www.mhlw.go.jp/houdou/2005/08/h0826-1.html

財団法人社会福祉試験振興センターホームページ　http://www.sssc.or.jp/shiken/index.html

　・資格制度の概要

　・受験資格

　・受験申し込み手続き

　・試験概要

　・社会福祉士養成施設一覧

2006.01.20　郵便貯金共通規定　郵便貯金キャッシュカード規定

・権利擁護センターぱあとなあ島根より、紹介がありましたので、成年後見・権利擁護ページに、以下を掲載します。

・郵便貯金共通規定

・郵便貯金キャッシュカード規定

・郵便貯金キャッシュサービス利用申込書

2005.12.19.第09期成年後見人養成研修【募集要項】

　１．目的

　　　成年後見人等として実務を担う本会会員（成年後見人等受任候補者）の養成を目的とします。

　　　研修終了後は、原則として、権利擁護センター「ぱあとなあ」の成年後見人候補者名簿に登録

　　していただきます。　　　　　

　２．研修期間、受講対象、定員、受講料、研修方法、申込方法、申込期間、主催、期間延長、研修

　　の全体像、受講申込書は、【募集要項】をダウンロードして確認して下さい。

　３．第08期成年後見人養成研修の研修レポートについては、会員ページを確認して下さい。

2005.12.19.地域包括支援センター業務マニュアル

全国介護保険・老人保健事業担当課長会議資料（平成１７年１２月１９日開催） 

新予防給付ケアマネジメント指導者研修（長寿社会開発センター） 

地域包括支援センター職員研修（長寿社会開発センター） 

　以下は、資料（ＷＯＲＤファイル、ＥＸＣＥＬファイル）掲載（会員ページ）

　　・地域包括支援センター業務マニュアル

　　・第１章　地域包括支援センター運営の基本方針

　　・第２章　総合相談支援業務

　　・第３章　権利擁護業務

　　・第４章　包括的・継続的ケアマネジメント

　　・第５章　介護予防ケアマネジメント

　　・アセスメント・ケアプラン（例）

　　・介護予防支援経過記録（サービス担当者会議の要点を含む）（例）

　　・介護予防支援・サービス評価表（例）

2005.12.15.国家試験合否通知メールサービス

社団法人日本社会福祉士会ホームページ　http://www.jacsw.or.jp/「更新情報」　１２月１５日（木）

　社会福祉士国家試験の合否を、ＰＣや携帯電話にＥメールでお知らせするサービスを行います。

　ご希望の方は、受験番号をご用意の上ご登録ください。

１．国家試験合否通知メールサービスとは

　　社会福祉士国家試験の合否を、ＰＣや携帯電話にＥメールで個別にお知らせするサービスです。

　　合格発表当日に、社団法人日本社会福祉士会があなたの合否を確認し、あらかじめお申し込みいただいたアドレスへＥメールで合否をお知らせします。

　　※　このサービスは、本会が独自で行うサービスです。厚生労働省および財団法人社会福祉振興・試験センターからの合否発表に基づき、社団法人日本社会福祉士会が合否を確認した結果をお知らせします。

　　※　なお、正式な合否通知等の連絡を代行するものではありません。

２．申込受付期間（予定）

　　２００５年１２月中旬頃～２００６年３月１５日（水）まで

３．申込方法 

　　※　申込受付期間中に、このページに申込フォームを設置します。

４．合否メールの送信日時（予定）

　　２００６年３月３１日１５：００以降

５．問い合わせ先

社団法人日本社会福祉士会事務局（合否通知メール担当）

〒１０２－８４８２　東京都千代田区麹町４－５桜井ビル３階

TEL　０３－５２７５－３５８０

FAX　０３－５２７５－０１３９

ホームページアドレス　http://www.jacsw.or.jp/
Ｅメール　gouhi@jacsw.or.jp
平成１８年３月３１日に実施した「社会福祉士国家試験合否通知メールサービス」の実施結果について

１．申込件数　９２２件

２．合格者数　７０７件（７６．７％）

　　※　合格者全員に入会資料を送付しました。

昨年度の実施結果

１．申込件数　７１７件

２．合格者数　５５６件（７７．５％）

2005.12.10.全国統一研修（高知会場）

　１．プログラム

　２．地域における総合相談

　３．虐待防止のネットワーク

　４．スーパービジョン実践のための基礎理論

　※　資料掲載（会員ページ）

2005.12.04.高齢者・障害者セミナー

　１．講演「成年後見制度の現状と課題」

　２．ノーマライゼーション

　３．任意後見人制度「代理権目録・附録第１号様式」

　４．将来型任意後見契約・代理権目録の文例

　５．登記事項証明書（任意後見）（見本）

　６．運転免許

　７．介護予防のねらいと展望

　※　資料掲載（会員ページ）

2005.12.04　成年後見受任社会福祉士連絡会

ファイル作成中、会員ページへ掲載予定 

2005.12.04　高齢者・障害者セミナーｉｎいずも【案内】

　１．研修名　高齢者・障害者セミナーｉｎいずも

　２．日時　平成１７年１２月４日（日）１３：３０～１７：３０

　３．会場　ビッグハート出雲「白のホール」

　４．主催　出雲成年後見センター、日本健康福祉政策学会島根地方会、

　　　　　社団法人成年後見センター･リーガルサポート、出雲市

　５．後援　島根県弁護士会、島根県社会福祉士会、出雲市社会福祉協議会

2005.11.11～13　地域包括支援センターにおける社会福祉士実務研修（広島会場）

「地域包括支援センターにおける社会福祉士実務研修事業（ＷＡＭ事業）」のモデル研修(全国５会場)の実施について

１．趣旨

　２００６年度から地域包括支援センターの設置が予定されており、その総合相談機能は社会福祉士がになうこととされています。当該センターは、最低各市町村に１か所の設置が想定されており、当該センターが円滑にスタートするには、着任する社会福祉士が実務を適切に遂行できるよう、その技術を養成する必要があります。このような状況を踏まえ、社団法人日本社会福祉士会は、２００５年度事業として独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭ）の助成により、当該センターの総合相談機能に想定されている業務にもとづき、配置される社会福祉士を対象とした研修カリキュラムの構築及びその教材の作成、それらを用いたモデル研修を全国５会場で実施します。

２．目的

　地域包括支援センターにおける社会福祉士実務委員会で開発したカリキュラムに基づく研修をモデル的に実施し、プログラムの検証を行うとともに、２００６年度、全国４７支部における地域包括支援センターに関する活動（研修運営、体制構築など）の中核となる人材（研修講師となる人材も含む）の養成を目的とする。

３．受講対象者及び定員（全国４７０名）

２００６年度、本会における地域包括支援センターに関する活動（研修講師、研修運営、体制構築等）の中核的役割を担っていただける方を受講対象者とします。以下の要件の全てを満たすこと。

　　①　本会会員であること

　　②　２００６年度以降、支部における地域包括支援センターに関する活動（研修運営、体制構築等）の中心的役割を担うことができる者

　　③　支部代表者の推薦（各支部１０名）があること

４．中国・四国ブロック

・担当支部　広島県

・日程　２００５年１１月１１日（金）～１１月１３日（日）

・会場　カレントコスモ

・定員　９０名

５．研修プログラム（広島会場）

１１月１１日（金）１日目

　１２：３０　挨拶・オリエンテーション

　１２：４５　研修の趣旨説明　（１５分）

　　１３：００　行政報告　（８０分）

　１４：３０　地域包括支援センターの意義　－制度・政策動向を踏まえて－　（９０分）

　　１６：１０　総合相談を担う技術－個別支援の視点から－　（１２０分）

１１月１２日（土）２日目

　　９：００　権利擁護の意義と具体的な制度理解・展開の技術　（６０分）

　１０：００　総合演習（総合相談・権利擁護）①　（１５０分）

　　１２：３０　昼食休憩　（６０分）

　１３：３０　総合演習（総合相談・権利擁護）②　（２４０分）

　　１６：３０　演習のまとめ　（９０分）

１１月１３日（日）３日目

　　９：００　ソーシャルワークの環境整備・業務管理　（１２０分）

　　１１：１０　実態把握・ネットワーク構築の意義と技術①　（９０分）

　　１２：４０　昼食休憩　（６０分）

　　１３：４０　実態把握・ネットワーク構築の意義と技術②　（１５０分）

　　１６：１０　閉会

６．参加費、懇親会、宿泊について

　・参加費　１０，０００円（一人あたり。資料代を含む。食費・宿泊費は含まれません）

　・懇親会参加費　未定（各会場にて検討中、開催地支部の主催となる予定）

　・宿泊　受講者による自己手配

７．参加の申込受付方法など

　・受講者１０名分を支部にて一括申し込み（別紙の申込書を使用する）

　・申込先（日本旅行東京法人営業部　日本社会福祉士会デスク）

　・申込期間　原則として、研修開催日の４週間前

８．主催、後援、協力

　・主催　社団法人日本社会福祉士会

　・後援　厚生労働省（予定）

　・協力　開催支部

2005.11.10　第48回人権擁護大会・シンポジウム　鳥取市

　１．シンポジウムの日時　２００５年１１月１０日（木）１２：３０～１８：００

　２．第１分科会　鳥取県立県民文化会館「梨花ホール」鳥取市尚徳町101-5　TEL：0857-21-8700

　　　○「憲法は、何のために、誰のためにあるのか」

　　　○　憲法改正論議を検証する

　３．第２分科会　鳥取県立鳥取産業体育館　鳥取市天神町50-2　TEL：0857-24-2815

　　　○「いつまでもこの地域で暮らしたい」

　　　○　高齢者・障がいのある人が地域で自分らしく安心して暮らすために

　４．第３分科会　鳥取県立県民文化会館「小ホール」

　　　○「日本の住宅の安全性は確保されたか」

　　　○　阪神・淡路大震災１０年後の検証

2005.10.29-30　全国統一研修広島会場【案内】【申込】　

　１．全体テーマ「コミュニティソーシャルワークを考える　～社会福祉士に求められる役割とは～」

　２．会場「エソール広島」広島県広島市中区富士見町１１－６（電話：０８２－２４２－５２５２）

　３．１日目

　　　13:00～13:15　主催者報告

　　　13:15～14:45　共通講座「地域支援」　テーマ「地域における総合相談」

　　　　　　　　　　講師　島野　光正さん（星ヶ丘在宅介護支援センター所長）

　　　14:45～15:00　休憩

　　　15:00～17:00　シンポジウム「福祉権利」　テーマ「虐待防止のネットワーク」

　　　　　　　　　　コーディネーター　高山 直樹（東洋大学教授）

　　　　　　　　　　シンポジスト（シンポジストは各会場で異なります。）

　４．２日目　9:00～15:00　選択講座＜講義＋演習（ワーク）＞　昼食時間含（12:00～13:00）

　　　＊　選択講座は午前・午後合わせて３００分の講座です。いずれか１つを選択してください。

　　【講座１　生活構造　～利用者の生活をとらえる視点～】

　　　○　テーマ「利用者の生活をとらえる視点」

　　　○　講師　吉川　かおり　さん（明星大学助教授）

　　【講座２　対人援助　～困難事例に対する援助方法～】

　　　○　テーマ「困難事例に対する援助方法」

　　　○　講師　空閑　浩人　さん（同志社大学助教授）

　　【講座３　実践研究】

　　　○　テーマ「講師による個別テーマ」

　　　○　講師　木本　明　さん（東京家政学院大学助教授）

　５．参加対象　日本社会福祉士会会員及び日本社会福祉士会会員以外の社会福祉士

　６．定員　１５０名

　７．参加費　会員：１２，０００円　非会員：１８，０００円

　　　＊　日本社会福祉士会へ入会手続中の場合は、会員扱いといたします。

　　　＊　参加費には、研修資料(レジュメ集)代金を含みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年７月１２日

関係各位

島根県社会福祉士会

会長　松本　憲二郎

２００５年度社会福祉士国家試験　全国統一模擬試験並びに国家試験対策講座の開催について
時下、ますますご清祥のことと存じます。
さて、島根県社会福祉士会では、社会福祉士国家試験の全国統一模擬試験を開催致します。日本社会福祉士会が総力を結集して作成した選りすぐりの１５０問による模擬試験です。

また、国家試験対策講座も内容をさらに充実して実施します。
国家試験対策の総まとめとして、自己学習では出来ない部分をカバーできればと思いますので、申込み頂きますよう御案内致します。相談援助の専門家として社会福祉士の位置付けは高くなっており、資格取得を目指している皆さまの積極的な参加をお待ちしています。
記
１．日程

（１）国家試験対策講座

	開　催　日
	会場
	9:30～11:30
	12:30～14:30
	14:45～16:45

	　９月１７日（土）
	４０１
	社会福祉援助技術論Ⅱ
	地域福祉論
	

	　９月１８日（日）
	４０１
	社会福祉原論
	障害者福祉論
	医学一般

	１０月　１日（土）
	４０１
	児童福祉論
	心理学
	社会学

	１０月　８日（土）
	４０１
	法学
	社会保障論
	介護概論

	１０月１６日（日）
	４０１
	社会福祉援助技術論Ⅰ
	老人福祉論
	公的扶助論


（２）全国統一模擬試験

　　　・開催日　平成１７年１０月２３日（日）　受付時間　９:００～９:４５

　　　・試験時間　午前の部　１０:００～１１:５５（１時間５５分）８０問

　　　　　　　　　午後の部　１３:３０～１５:３５（２時間　５分）７０問
２．会場　いきいきプラザ島根　４０１研修室

　　　　　（住所）松江市東津田町１７４１-３　ＴＥＬ：０８５２-３２-５９１１

３．受験料及び資料代
　1.　対策講座＋模擬試験　15,000円　2.　対策講座のみ　10,000円　3.　模擬試験のみ　7,000円
４．申し込み先
　　この申込書に必要事項を記入してファクスまたは郵送にてお申込み後、下記口座に費用をお振り込み下さい。開催日前日までに振り込みが確認できた方について、受講及び参加を認めます。

（ＦＡＸ送信先）ＦＡＸ番号：あいサンホーム（０８５４）５６-００８３

　　　　　　　　　　郵便番号・住所：〒６９９-１６２１　仁多郡奥出雲町４２４-１
（振込口座）（金融機関）山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）（口座種別）普通
　　　　　　（名義）島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　（口座番号）３６０５８０８

５．募集定員　５０名

６．申込締切　　　1.　国家試験対策講座　平成１７年　９月　９日（金）

　　　　　　　　　2.　全国統一模擬試験　平成１７年１０月　７日（金）

７．その他

　○　昼食を持参して下さい。

【お問い合わせ先】

　　松江市大庭在宅介護支援センター　上田　崇平　（〒６９０-００３５　松江市佐草町２-２）

　　ＴＥＬ　０８５２-３１-３６７７　、ＦＡＸ　０８５２-２１-０８１５

ＦＡＸ送信用（このまま送信して下さい）

　ＦＡＸ番号　：　０８５４－５６－００８３　（あいサンホーム）

　〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町４２４－１

２００５年度社会福祉士国家試験　全国統一模擬試験並びに国家試験対策講座申込書

【希望区分】

	全国統一模擬試験・国家試験対策講座
	該当箇所に○印
	受講料・受験料

	（１）全国統一模擬試験のみ
	
	７，０００円

	（２）国家試験対策講座のみ
	
	１０，０００円

	（３）模擬試験　＋　対策講座
	
	１５，０００円


【名前・連絡先等】
	氏名
	
	フリガナ
	

	郵便番号・住所
	〒　　-　　　　　　

	電話
	(　　　　　)　　　-
	ＦＡＸ
	(　　　　　)　　　-


　＊試験結果は、個人宛てに郵送しますので、発送先住所を記入して下さい。

　＊この申込書に記載された個人情報は、本事業以外の目的に使用することはありません。
○　申し込みについて

　　この申込書に必要事項を記入してファクスまたは郵送にてお申込み後、下記口座に費用をお振り込み下さい。開催日前日までに振り込みが確認できた方について、受講及び参加を認めます。
○　参加申し込み送信先（ＦＡＸ送信先）

　　ＦＡＸ番号：あいサンホーム（０８５４）５６－００８３
　　郵便番号・住所：〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町４２４－１
○　参加申し込み口座（振込口座）
　　（金融機関）山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）　（口座種別）普通

　　（名義人）島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　（口座番号）３６０５８０８
【お問い合わせ先】

　　松江市大庭在宅介護支援センター　上田　崇平　（〒６９０－００３５　松江市佐草町２－２）
　　ＴＥＬ　０８５２－３１－３６７７　、ＦＡＸ　０８５２－２１－０８１５
【通信欄】　注）コピーしてご利用ください。この申込書でなくても、はがきに必要項目が記入してあれば結構です。
[image: image1.png]







　　　　　　第１回　初級～中級編
日　時　　平成１７年　９月２５日（日）  ９:１５～１２:３０

会　場　　あすてらす　会議室1（大田市駅前　℡0854-84-5500）

講　師　　高野　龍昭　氏（東洋大学ライフデザイン学部 専任講師）

参加費　　島根県社会福祉士会会員　　 ５００円（資料代含む）

一般　１,５００円（　　〃　　）

定　員　　８０名

第２回　中級～上級編

日　時　　平成１７年１１月１２日（土） １３:００～１７:００

会　場　　出雲市民会館　３０１会議室（出雲市塩冶有原2-15　℡0853-24-1212）

講　師　　高野　龍昭　氏（東洋大学ライフデザイン学部 専任講師）

参加費　　島根県社会福祉士会会員　　 ５００円（資料代含む）

　一般　１,５００円（　　〃　　）

定　員　　８０名


主　催　　島根県社会福祉士会 ケアマネジメント委員会

研修会参加申込書

たてがみの郷　和田･藤原宛　＜ＦＡＸ送信票不要＞

ＦＡＸ　０８５４－８５－７５７５
参加申込み　８月３１日締切り

☆　申　込　者　　　　　　　　　　　　　様
☆　返信ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	参加者氏名
	参加日（〇印）
	参加区分（〇印）
	所属･連絡先

	
	9/25 ・ 11/12
	会員 ・ 一般
	

	
	9/25 ・ 11/12
	会員 ・ 一般
	

	
	9/25 ・ 11/12
	会員 ・ 一般
	

	
	9/25 ・ 11/12
	会員 ・ 一般
	

	
	9/25 ・ 11/12
	会員 ・ 一般
	


· 定員は８０名厳守です！

· 定員を超過した場合は島根県社会福祉士会会員を優先します。

· 参加証は参加決定の方のみ９月中旬にＦＡＸでお送りします。

· この申込書に記載された個人情報は、本事業以外の目的に使用することはありません。
2005.09.24　基礎研修　大田市【案内】【申込書】

　１．日時　　平成１７年９月２４日（土）１３：００−１８：００
　２．会場　　あすてらす（ＪＲ大田市駅西隣）

　３．対象　　平成１５年度以降入会の会員、島根県社会福祉士会会員で希望する者

　４．内容　「社会福祉士会の活動について」　

　　　　　　　講師：島根県社会福祉士会

　　　　　　「生涯研修制度について」

　　　　　　　講師：島根県社会福祉士会

　　　　　　「社会福祉士の倫理綱領、課題について（仮題）」

　　　　　　　講師：田村　満子　さん（有限会社　たむらソーシャルネット　代表）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（社団法人　大阪社会福祉士会　理事　、他）

　５．参加費　　無料

島根県社会福祉士会基礎研修会

社会福祉士という資格は、あらゆる福祉の現場で活躍することが期待される、いわばオールラウンドプレーヤー。・・・だけど、守備範囲の広さは逆に「何やってるのかわからない」ことにもなりかねません。たゆまぬ自己研鑚あってこそ、社会福祉士として専門性を発揮していくことができるのではないでしょうか。

日　時　　平成１７年９月２４日（土）1３：００～１８：００

会　場　　あすてらす（ＪＲ大田市駅西隣）
（大田市大田町大田イ２３６-４　TEL:0854-84-5500(代)　）

対　象　　平成1５年度以降入会の会員、島根県社会福祉士会会員で希望する者

内　容　「社会福祉士会の活動について」　

　　　　　　講師：島根県社会福祉士会
　　　　「生涯研修制度について」

　　　　　　講師：島根県社会福祉士会
　　　　「社会福祉士の倫理綱領、課題について（仮題）」

　　　　　　講師：田村　満子　さん（有限会社　たむらソーシャルネット　代表）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（社団法人　大阪社会福祉士会　理事　、他）
参加費　　無料
申し込み　裏面申込書により　Ｅ-ｍａｉｌ　または　お問い合わせ　にて

その他

・研修会終了後に「懇親会」を計画しています（研修よりも重要？！）
　懇親会の時間・会場は、研修会当日に、ご案内いたします。
・会場は宿泊できます。ツイン利用、食事なし一泊４,９００円（税込）

・翌９月２５日（日）に、同会場にて、ケアマネジメント研修会を開催します。

・生涯研修手帳をお持ちの方は、持参して下さい。
基礎研修会参加申込書

メールアドレス　
n66-s@izumo-net.ne.jp　へ添付ファイルとして送信して下さい。
	参加者氏名
	

	会員番号
	

	会員以外の方
	　入会手続中　・　入会検討中　のどちらかに○印をつけて下さい。

	勤務先（名称）
	

	自宅（住所）
	

	　　（電話番号）
	

	Ｅメール（有れば）
	

	懇親会参加希望
	有　　・　　無　　（参加費　５，０００円）

	宿泊手配希望
	有　　・　　無　　（同室希望：　　　　　　　　　）
※　ツイン利用となります。同室希望の方があればお書き下さい。

	その他　連絡事項
	


※　この申込書に記載された個人情報は、本事業以外の目的に使用することはありません。
※　その他連絡事項がありましたらお書き下さい。
2005.09.22　介護保険制度改正対策研修会【案内】【申込】

　１．主催　老人介護研究会（代表　松本　憲二郎）

　２．開催日時　平成１７年９月２２日（木）１３:３０−１６:３０
　３．参加対象　介護保険施設　施設長、事務長、契約担当職員等

　４．参加人員　１５０名（定員になり次第受付を締め切らせていただきます。）

　５．会場　出雲市民会館　３０１会議室（〒693-0023　出雲市塩冶有原町2丁目15番地）

　６．講師　株式会社　ウェルフェアシステム　　代表取締役会長　奥田　弓子氏

　　　著作物：『介護サービス事業の経営実務』（第一法規刊）

　　　　　　　『月刊　MMRC（マーク）2005.1月号』（日本医業経営コンサルタント協会刊）他

　７．参加費用　一人　５，０００円

　８．日程・講義内容

　　　13:30　開会挨拶

　　　13:40　講義

　　　　1.　平成１７年１０月改正の概要とポイント

　　　　2.　契約書等の変更点、留意点

　　　　3.　その他、改正に伴い想定される必要事項

　　　　4.　平成１８年４月改正への展望と対策

　　　16:00　質疑応答

　　　16:30　閉会

介護保険制度改正対策研修会　開催要項

1． 趣　　旨
１０月からの「居住費」「食費」の徴収に伴い、契約書、重要事項説明書、運営規程等に新たな記載が必要になるものと想定されます。このことについては、厚生労働省より「居住、滞在及び食事の提供に係る利用料に関するガイドライン」の概要が示されているに過ぎず、契約事務を直前に控え、多くの事業者の皆様に不安が広がっています。この状況に鑑み、現在最新情報を元にこの問題について講演活動をされているコンサルタント奥田弓子氏を迎えて研修会を開催します。

2． 主　　催　老人介護研究会(代表　松本憲二郎)
3． 開催日時　平成１７年９月２２日（木）１３:３０～１６:３０

4． 参加対象　介護保険施設　施設長、事務長、契約担当職員等

5． 参加人員　１５０名（定員になり次第受付を締め切らせていただきます。）
6． 会　　場　出雲市民会館　３０１会議室（〒693-0023　出雲市塩冶有原町２丁目１５番地）

　　ＴＥＬ：0853-24-1212　ＦＡＸ：0853-21-7085

7． 講　　師　株式会社　ウェルフェアシステム　　代表取締役会長　奥田弓子氏
　　著作物：『介護サービス事業の経営実務』（第一法規刊）

　 　　　　『月刊　MMRC（マーク）2005.1月号』（日本医業経営コンサルタント協会刊）他
8． 参加費用　　一人　５０００円
9． 日程・講義内容
13:30　開会挨拶

13:40　講義

1 １０月改正の概要とポイント

2 契約書等の変更点、留意点
3 その他、改正に伴い想定される必要事項
4 ２００６年４月改正への展望と対策
  16:00　質疑応答

  16:30　閉会

10． 講義資料
当日配布いたします。

11． 情報交換会

　　　研修終了後、１８時より、出雲市内で情報交換会を開催いたします。　会費５，０００円
　　　情報交換会の会場は当日研修会場にてご案内申し上げます。
12． 参加申し込み

別紙参加申込書に必要事項を記入してファックスまたは郵送にてお申し込み後、下記口座に参加費をお振込み下さい。開催日前日までに振込みの確認された方及び団体について参加を認めます。

●参加費振込口座　山陰合同銀行　三成支店　（店番０１９）普通預金
　　　　　　　　　名義人　松本　憲二郎　、口座番号　２１３８０５８

13． 申し込み期限　平成１７年９月２０日

14． お問い合わせ

　　　本研修に関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

　　　　特別養護老人ホーム　あいサンホーム　

施設長　松本憲二郎

ＴＥＬ０８５４－５６－００８１　　ＦＡＸ０８５４－５６－００８３

ＦＡＸ送信票（別様の鑑文を付けずにこのまま送信してください）
送信先　あいサンホーム（０８５４）５６－００８３

〒６９９－１６２１　　　仁多郡奥出雲町４２４－１
介護保険制度改正対策研修会　参加申込書
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設・事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者名　　　　　　　  電話　　　　　　　     FAX                       
	役　職
	参　加　者　氏　名
	参加費
	情報交換会
	情報交換会費

	
	
	円
	参加する

参加しない
	円

	
	
	円
	参加する

参加しない
	円

	
	
	円
	参加する

参加しない
	円

	
	
	円
	参加する

参加しない
	円

	参加費　計
	円
	
	円

	振込額　計
	円


※この申込書に記載された個人情報は、本研修以外の目的に使用することはありません。

●参加費・情報交換会費　振込口座　山陰合同銀行　三成支店（店番019）普通預金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　松本憲二郎　口座番号　２１３８０５８

質問欄(質問事項があれば、下記にご記入下さい。)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2005.09.17-10.16　社会福祉士国家試験対策講座（計５日間）【案内】【申込書】松江市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１７年７月１２日

関係各位

島根県社会福祉士会

会長　松本　憲二郎

２００５年度社会福祉士国家試験　全国統一模擬試験並びに国家試験対策講座の開催について
時下、ますますご清祥のことと存じます。
さて、島根県社会福祉士会では、社会福祉士国家試験の全国統一模擬試験を開催致します。日本社会福祉士会が総力を結集して作成した選りすぐりの１５０問による模擬試験です。

また、国家試験対策講座も内容をさらに充実して実施します。
国家試験対策の総まとめとして、自己学習では出来ない部分をカバーできればと思いますので、申込み頂きますよう御案内致します。相談援助の専門家として社会福祉士の位置付けは高くなっており、資格取得を目指している皆さまの積極的な参加をお待ちしています。
記
１．日程

（１）国家試験対策講座

	開　催　日
	会場
	9:30～11:30
	12:30～14:30
	14:45～16:45

	　９月１７日（土）
	４０１
	社会福祉援助技術論Ⅱ
	地域福祉論
	

	　９月１８日（日）
	４０１
	社会福祉原論
	障害者福祉論
	医学一般

	１０月　１日（土）
	４０１
	児童福祉論
	心理学
	社会学

	１０月　８日（土）
	４０１
	法学
	社会保障論
	介護概論

	１０月１６日（日）
	４０１
	社会福祉援助技術論Ⅰ
	老人福祉論
	公的扶助論


（２）全国統一模擬試験

　　　・開催日　平成１７年１０月２３日（日）　受付時間　９:００～９:４５

　　　・試験時間　午前の部　１０:００～１１:５５（１時間５５分）８０問

　　　　　　　　　午後の部　１３:３０～１５:３５（２時間　５分）７０問
２．会場　いきいきプラザ島根　４０１研修室

　　　　　（住所）松江市東津田町１７４１-３　ＴＥＬ：０８５２-３２-５９１１

３．受験料及び資料代
　1.　対策講座＋模擬試験　15,000円　2.　対策講座のみ　10,000円　3.　模擬試験のみ　7,000円
４．申し込み先
　　この申込書に必要事項を記入してファクスまたは郵送にてお申込み後、下記口座に費用をお振り込み下さい。開催日前日までに振り込みが確認できた方について、受講及び参加を認めます。

（ＦＡＸ送信先）ＦＡＸ番号：あいサンホーム（０８５４）５６-００８３

　　　　　　　　　　郵便番号・住所：〒６９９-１６２１　仁多郡奥出雲町４２４-１
（振込口座）（金融機関）山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）（口座種別）普通
　　　　　　（名義）島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　（口座番号）３６０５８０８

５．募集定員　５０名

６．申込締切　　　1.　国家試験対策講座　平成１７年　９月　９日（金）

　　　　　　　　　2.　全国統一模擬試験　平成１７年１０月　７日（金）

７．その他

　○　昼食を持参して下さい。

【お問い合わせ先】

　　松江市大庭在宅介護支援センター　上田　崇平　（〒６９０-００３５　松江市佐草町２-２）

　　ＴＥＬ　０８５２-３１-３６７７　、ＦＡＸ　０８５２-２１-０８１５

ＦＡＸ送信用（このまま送信して下さい）

　ＦＡＸ番号　：　０８５４－５６－００８３　（あいサンホーム）

　〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町４２４－１

２００５年度社会福祉士国家試験　全国統一模擬試験並びに国家試験対策講座申込書

【希望区分】

	全国統一模擬試験・国家試験対策講座
	該当箇所に○印
	受講料・受験料

	（１）全国統一模擬試験のみ
	
	７，０００円

	（２）国家試験対策講座のみ
	
	１０，０００円

	（３）模擬試験　＋　対策講座
	
	１５，０００円


【名前・連絡先等】
	氏名
	
	フリガナ
	

	郵便番号・住所
	〒　　-　　　　　　

	電話
	(　　　　　)　　　-
	ＦＡＸ
	(　　　　　)　　　-


　＊試験結果は、個人宛てに郵送しますので、発送先住所を記入して下さい。

　＊この申込書に記載された個人情報は、本事業以外の目的に使用することはありません。
○　申し込みについて

　　この申込書に必要事項を記入してファクスまたは郵送にてお申込み後、下記口座に費用をお振り込み下さい。開催日前日までに振り込みが確認できた方について、受講及び参加を認めます。
○　参加申し込み送信先（ＦＡＸ送信先）

　　ＦＡＸ番号：あいサンホーム（０８５４）５６－００８３
　　郵便番号・住所：〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町４２４－１
○　参加申し込み口座（振込口座）
　　（金融機関）山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）　（口座種別）普通

　　（名義人）島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　（口座番号）３６０５８０８
【お問い合わせ先】

　　松江市大庭在宅介護支援センター　上田　崇平　（〒６９０－００３５　松江市佐草町２－２）
　　ＴＥＬ　０８５２－３１－３６７７　、ＦＡＸ　０８５２－２１－０８１５
【通信欄】　注）コピーしてご利用ください。この申込書でなくても、はがきに必要項目が記入してあれば結構です。
2005.09.03　成年後見制度研修会　邑南町【案内】　

邑南社協発第１１６号

平成１７年８月１５日

関係各位

社会福祉法人

　　　　　　　邑南町社会福祉協議会

会長　服部　巖

「成年後見制度」研修会の開催について（ご案内）

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

本会事業推進につきましては、平素より格別のご支援を賜り心より感謝申し上げます。

さて、すでにご承知のことと思いますが、本会では新規事業として「法人後見」に取り組むことになっております。また介護保険制度の見直しにおいても、高齢者障害者の成年後見制度を中心とした権利擁護は平成１８年度より市町村の必須事業と位置付けられております。このような状況の中で、さらに成年後見制度の理解を深めるために、石見成年後見センターと共催により下記要領にて研修会を開催いたします。諸事ご多忙とは存じますが、万障お繰り合わせの上ご出席賜りますようご案内申し上げます。

なお、研修会終了後に成年後見制度に関する個別相談をお受けする時間を設けたいと考えておりますので、ご希望の方は申込書にその旨ご記入下さい。

記

1． 日　時　　　平成１７年9月3日（土）１３：３０～１５：３０

2． 会　場　　　いきいきセンターみずほ（出羽公民館）電話８３－０９１２

3． 内　容　　　「成年後見制度について」

　　　　　　　　　　浜田ひまわり基金法律事務所　田上尚志弁護士

　　　　　　　　「任意後見制度について」

　　　　　　　　　　浜田公証役場　廣津隆久公証人

　　　　　　　　「後見等申し立て実務について」

　　　　　　　　　　石見成年後見センター事務局　阪田健嗣社会福祉士

４．対象者　　　邑南町在宅介護支援センター相談協力員（民生児童委員）

　　　　　　　　地域福祉権利擁護事業生活支援員

　　　　　　　　邑南町内福祉関係者

５．参加費　　　無料

６．その他　　　研修会参加ご希望の方は、資料及び会場準備の都合上８月２６日（金）までにＦＡＸにてお知らせ下さい。


成年後見制度研修会参加申込書

平成　　　年　　　月　　　日

	機関団体名
	連絡先電話番号

	
	


参加者は以下の通りです。

	氏　　　名
	職　　　名

	
	

	
	

	
	


	個別相談


	あり　　　　　　なし


研修会で特に説明して欲しい点、あるいは質問事項

	


８／２６（金）までに送信ください　　ＦＡＸ　８４－０４６０

2005.07.06-09.28　平成17年度成年後見人など養成研修会開催プログラム【案内】【申込書】

　松江成年後見センター主催で成年後見人など養成研修を開催することになりました。センター会員

向けですが、松江市、安来市、雲南市、隠岐郡、東出雲町、奥出雲町、飯南町（松江家庭裁判所松江

支部管内）の社会福祉士へ、参加をご案内いたします。

　１．平成１７年度成年後見人など養成研修会開催プログラム

　２．主催：松江成年後見センター

　３．会場：いきいきプラザ島根４階４０４研修室（松江市東津田町）

　４．プログラム

　　７月　６日（水）１９：００−２１：００
　　（講義テーマ：仮題）成年後見制度の課題、（講義概要）制度の概論と課題点

　　（講師、所属等）弁護士　錦織　正二　さん（錦織法律事務所）

　　７月２７日（水）１９：００−２１：００
　　（講義テーマ：仮題）意思判断能力の診断、（講義概要）三類型と鑑定を中心に

　　（講師、所属等）医師　小松　和久　さん（小松クリニック院長）

　　８月１０日（水）１９：００−２１：００
　　（講義テーマ：仮題）成年後見制度の手続・実務、（講義概要）申立てから受任後の事務と流れ

　　（講師、所属等）依頼中（松江家庭裁判所）

　　８月３１日（水）１９：００−２１：００
　　（講義テーマ：仮題）福祉サービス利用と成年後見制度

　　（講義概要）"利用契約から身上監護を中心に首長の申立ての課題など"

　　（講師、所属等）社会福祉士　周藤　重夫　さん（松江成年後見センター事務局長）

　　９月　８日（木）１４：００−１６：００
　　（講義テーマ：仮題）紛争性事案と成年後見制度

　　（講義概要）"第三者後見として家族の利益相反や財産流用などの検討"

　　（講師、所属等）司法書士　根来川　弘充　さん（クライム司法書士事務所）

　　９月２８日（水）１９：００−２１：００
　　（講義テーマ：仮題）社会復帰と成年後見制度

　　（講義概要）精神障害者の地域生活支援へ向けての課題

　　（講師、所属等）精神保健福祉士　深貝　登志子　さん（松江保護観察所社会復帰調整官）

　５．その他

　　○　開催日は、第５回の９月８日（木曜日）以外は、原則として水曜日です。時間は第５回のみ

　　　午後２時からとし、原則夜７時からです。講義９０分と１０分の質疑を予定します。

　　○　講義テーマは仮題です。講師の都合により変更することもありますので、ご承知ください。

　　○　受講者は松江成年後見センター会員を対象としていますが、成年後見制度に関心を持ち当セ

　　　ンターへの参加を検討される方の受講も受け付けています。

　　　　但し、定員に限りがありますので、別紙により早めにお申込下さい。

平成１７年度　松江成年後見センター

成年後見人など養成研修会受講申込書
主催：松江成年後見センター

	氏　名
	

	住　所
	〒



	連絡先
	電話番号：　　　　　　　　　　　

ファックス：




	区　分
（該当右欄に○を記入）
	会員
	
	会員外
	

	保有資格

（右欄から番号を選択して下欄に記入ください）
	1弁護士　2司法書士　3行政書士　4医師　5保健師

6看護師　7精神保健福祉士　8社会福祉士

9介護福祉士　10介護支援専門員　11その他

その他は記載ください（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	


　

ファックスでの申し込みは下記へ縮小しないでお送りください。

ファックス番号　0852-55-2143
郵送での申し込みは下記へ

〒690-0815　松江市西持田町362-42

松江成年後見センター事務局　研修係へ

	問合・連絡は0852-55-2144


2005.07.11　個人情報保護法対策研修会　松江市 【申込書】

　１．趣旨

　　○　平成１６年１２月、厚生労働省より「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り

　　　扱いのためのガイドライン」が示され、平成１７年４月１日より「個人情報保護法」が本格実

　　　施された。これに伴い、個人の人権や尊厳に関わる個人情報の取得、保護、管理に対する関心

　　　は非常に高まっている。

　　　　このような現状に鑑み、正しい知識と的確な対応方法の習得を目指し、東京弁護士会から講

　　　師を招いて標記研修を開催する。

　２．会場　くにびきメッセ　１Ｆ　小ホール（松江市）

　３．参加定員　２００名（定員になり次第受付を締め切らせていただきます。）

　４．主催　島根県社会福祉士会

　５．参加対象　社会福祉法人・医療法人役職員、介護保険・医療事業者、社会福祉士会会員、等

　６．参加費　一般　５，０００円　、島根県社会福祉士会会員　３，０００円

　７．日程　平成１７年７月１１日（月）１３：３０−１６：３０
　　１３：３０　開会挨拶

　　１３：４０　講義　１．個人情報保護法の概要

　　　　　　　　　　　２．規程、契約書等作成上の留意事項

　　　　　　　　　　　３．想定されるトラブルとその対処方法

　　１６：００　質疑応答

　８．講師　多久島　耕治　さん（東京弁護士会　所属）

　　○　多久島　耕治　さん　プロフィール

　　　・全国老施協版「個人情報保護法対策マニュアル」監修者

　　　・社会福祉法人都心会　理事長、福祉・医療・保健分野の委員・役職を歴任

　　　・社会福祉関係の訴訟等を多数担当

　　　・著書「福祉施設におけるリスクマネジメント」（東京都社会福祉協議会）

ＦＡＸ送信票（別様の鑑文を付けずにこのまま送信して下さい）
送信先　あいサンホーム（０８５４）５６-００８３

〒699-1621　仁多郡奥出雲町上阿井424-1

個人情報保護法対策研修会参加申込書
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設・事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	役 職 名
	氏　　　　　名
	該当するものの番号に○
	参加費

	
	
	1 会員

2 非会員
	円

	
	
	1 会員

2 非会員
	円

	
	
	1 会員

2 非会員
	円

	
	
	1 会員

2 非会員
	円

	参加費　計
	円


※この申込書に記載された個人情報は、本研修以外の目的に使用することはありません。

●参加費振込口座　山陰合同銀行　三成支店（店番019）

　　　　　　　　　島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　口座番号３６０５８０８
	質問欄

（個人情報保護法について講師に質問したい事項があれば、この欄にご記入ください）




2005.06.15　求人情報について

　当会あてに、求人の問い合わせがございましたので、会員ページ「更新履歴」にて紹介させていた

だきます。

　なお、会員以外の方につきましては、ホームページ「お問い合わせ」から、お問い合わせ下さい。

2005.06.11　県民公開講座『次世代育成と児童福祉』　松江市

2005.06.11　日本社会福祉学会中四国部会第３７回大会

　１．大会・学会名　日本社会福祉学会中四国部会第３７回大会

　２．会場（松江市）島根県立島根女子短期大学（大講義室、体育研修室、特別研修室）

　３．大会テーマ　「新たな児童家庭相談体制のあり方　‐市町村の新たな責任‐」

　４．後援

　　　島根県、松江市、島根県社会福祉協議会、松江市社会福祉協議会、

　　　島根県児童養護施設連絡協議会、島根県社会福祉士会、島根県精神保健福祉士会

　５．日程　２００５年６月１１日（土）

　　１３：００−１４：２０
　　　特別講演「制度改正を踏まえた児童虐待防止対策の推進について」

　　　講師：山本　麻里　さん（厚生労働省虐待防止対策室長）

　　１４：３０−１７：００
　　　シンポジウム「次世代育成行動計画の実施と児童福祉施設の役割

　　　　　　　　　‐ファミリーソーシャルワーカーをどう位置づけ、社会資源として活用するか‐」

　　　シンポジスト：藤野　興一　さん（鳥取こども学園長）

　　　　　　　　　　小村　俊美　さん（浜田児童相談所長）

　　　　　　　　　　正林　督章　さん（島根県健康福祉部長）

　　　　　　　　　　荒木　伸子　さん（チャイルドラインしまね代表）

　　　　　　　　　　渡部　恵子　さん（浜田市子育て支援課長）

　　　指定討論者：山本　麻里　さん（厚生労働省虐待防止対策室長）

　　　コーディネーター：相澤　仁　さん（厚生労働省虐待防止対策室長補佐）

　６．大会参加費（午後のみの参加は無料、午前中の参加は有料です）

　　○　学会員　１，５００円　、非会員　２，０００円　、学生学会員　１，０００円　、

　　　　学生非会員　１，５００円

　　　　講演とシンポジュウムのみ参加の一般者　５００円（検討中）

　　　　昼食（お弁当代）　１，０５０円　、懇親会代　３，０００円

　　○　日程

　　　　９：００　受付開始時間

　　　　９：３０　開催校代表　挨拶　開催校学長

　　　　　　　　　大会会長　挨拶

　　　　９：４５　一般研究発表

　　　１１：２０　基調講演「新たな児童家庭相談体制のあり方‐次世代育成行動計画に

　　　　　　　　　　　　　　どう位置づけられているか‐」

　　　　　　　　　講師：高橋　重宏　さん（日本社会福祉学会会長）

　　　１２：００　昼食

　　　１２：００　総会

　　　１３：００−１４：２０　特別講演「制度改正を踏まえた児童虐待防止対策の推進について」
　　　１４：３０−１７：００　シンポジウム「次世代育成行動計画の実施と児童福祉施設の役割」
　　　１８：００　交流懇親会

　　○　参加申し込み期日　４月末日（発表予定者原稿送付期日　４月末日）

2005.06.03-04　日本社会福祉士会全国大会・社会福祉学会

　１．大会テーマ　「コミュニティソーシャルワークを考える　〜社会福祉士に求められる役割とは〜」
　２．期日　２００５年６月３日（金）〜４日（土）
　３．会場　サンポートホール高松、香川県県民ホール、他（香川県高松市）

　４．主催　日本社会福祉士会、第１３回日本社会福祉士会全国大会実行委員会

　５．後援

　　　厚生労働省、香川県、高松市、社会福祉振興・試験センター、福祉医療機構、全国社会福祉協

　　　議会、香川県社会福祉協議会、高松市社会福祉協議会、日本介護福祉士会、日本ソーシャルワ

　　　ーカー協会、日本医療社会事業協会、日本精神保健福祉士協会、日本社会福祉士養成校協会、

　　　日本社会福祉教育学校連盟、朝日新聞社、毎日新聞社、読売新聞社、福祉新聞社、四国新聞、他（予定）

　６．参加定員　１，５００名

　７．参加資格　日本社会福祉士会会員、社会福祉士、本大会への参加希望者

　８．参加費（２日目の昼食費は別途必要）

　　　日本社会福祉士会会員　７，０００円（※入会手続き中の方は、会員扱いとなります。）

　　　一般　８，０００円、学生　４，０００円

　９．懇親会費　７，０００円（会員・一般・学生とも）

2005.06.01　邑南町社会福祉協議会（法人成年後見業務）案内

　平成１７年６月１日に邑南町社会福祉協議会では、法人成年後見人等受任要項を定め、法人成年後見業務を開始しました。

　島根県内の社会福祉協議会では、初めてのことになります。全国の社会福祉協議会では３６番目くらいになると思います。石見成年後見センターが全面的にバックアップしています。

　邑南町社会福祉協議会の受任要件は、邑南町内在住は当然として、市町村長の申立と、地域福祉権利擁護事業の利用者に限定していることが特色です。

○　あなたらしい生き方を最後まで応援します（広報邑南社協第８号　平成１７年６月２日号より）

　邑南町社会福祉協議会では、平成１７年５月２７日に開催された平成１７年度第１回理事会で「成年後見人等受任要綱」が議決承認されました。

　この要綱は、邑南町社会福祉協議会が法人として、法定後見制度の成年後見人等になることを定めたものです。（島根県内では、初めてとなります。）

　現在、ほとんどの福祉サービスが利用者と事業者との契約によって行なわれるようになりました。

　しかしながら、認知症などにより、判断能力が不十分であれば、この契約を自分で行なうことが困難な場合があります。このような場合、本人に代わって契約を行なうのが、成年後見人です。

　福祉サービスの利用手続きだけでなく、その方の財産ができる限り、その方の考えに沿って、保全・運用・活用されるよう管理するのも成年後見人の大切な業務です。

○　成年後見制度Ｑ＆Ａ

　Ｑ１：誰が、どんな手続きをするの？

　Ａ１：本人や四親等内の親族が、家庭裁判所に「成年後見人をつけて下さい」と申し立てます。二親等内の親族がいない場合には、市町村長が申し立てることができます。

　Ｑ２：成年後見人には、誰がなるの？

　Ａ２：家族や親族の他、法律や福祉の専門家などの第三者がなる場合もあります。成年後見人は、本人が希望する候補者の中から家庭裁判所が選任します。

　Ｑ３：戸籍に記載されますか？

　Ａ３：新しい成年後見制度では、戸籍への記載はなくなりました。
2005.05.22　第１回総会・会員研修

　１．会場　いきいきプラザ島根　４０４研修室

　２．対象　会員、入会を手続き中・検討中の社会福祉士

　３．日程　平成１７年５月２２日（日）

　　　１３：００〜　総会
　　　１４：３０〜　『地域包括支援センターから見えてくる社会福祉士の位置づけと役割』
　　　　　　　　　　講師：池田　恵利子　さん（社団法人　日本社会福祉士会　前副会長、

　　　　　　　　　　　　　いけだ後見支援ネット代表）

2005.04.25　市町村が行なう権利擁護事業の「必須事業」化のお願い 

○　発信日　平成１７年４月２５日

○　発信者　社団法人日本社会福祉士会　会長　村尾俊明

○　宛名　衆議院厚生労働委員会　委員　

市町村が行なう権利擁護事業の「必須事業」化のお願い

　このたびの介護保険法の改正案において、市町村が実施する地域支援事業の一つである「虐待防止を含む権利擁護事業」については、既に別添のとおり「任意事業」から「必須事業」に修正して頂くよう厚生労働省老健局長宛にお願いをしているところであります。

　権利擁護などの事業については、本会の全国各支部において社会福祉士が取組んでいますが、さらに積極的に推進する体制作りのために、４月２３日（土）に緊急に全国の支部長会議を東京四谷の弘済会館に召集し、市町村との連携強化を含め円滑な実施に向けて徹底を図ったところであります。

　本事業の重要性に鑑み、次により「必須事業」化して頂きたくお願い申し上げます。

１．権利擁護事業は市町村の責務

　市町村が設置を予定している「地域包括支援センター」における重要な業務の一つである高齢者等の虐待防止に係る権利擁護事業については、その重要性とすべての高齢者に保障される必要があることから、市町村の任意性に任せるのではなく責務とするべきと考えます。

２．市町村による「権利擁護センターぱあとなあ」の活用を

　本会では「権利擁護センターぱあとなあ」を、すべての都道府県に設置し、権利擁護に関するバックアップ体制を構築しました。ここには、権利擁護について専門的教育を受けた社会福祉士が多数所属しており、市町村等と協力して虐待防止等の権利侵害への救済支援を行なう拠点としての機能を保有しています。

　虐待防止を含む権利擁護事業は、市町村が「必須事業」として取組み、本会とより一層の密接な関係によって効果的に推進されると考えます。

　以上のことから、改正法案第１１５条の３８の２項２号「被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険者の権利擁護のため必要な援助を行う事業」を削除し、同じ条文を第１１５条の３８の１項に追加することで、権利擁護事業を地域支援事業における市町村の必須事業として頂くよう重ねてお願い申し上げます
2005.04.20　日弁連シンポジウム「実効ある高齢者虐待防止法の制定に向けて」

１．目的

日本弁護士連合会では、２００４年１０月、「高齢者虐待を防止するための提言」を発表しました。 

この提言では、近年社会問題となっている「高齢者虐待に関する実態調査」を概観したうえ、虐待防止のため、現行制度化において直ぐになすべきこと、そして現行法における対処の限界に鑑み高齢者虐待を防止するための新たな法律を制定する必要について提言しています。

現在開催されている通常国会では、高齢者虐待防止法案が議員立法で提出予定とも伝えられており、各政党で検討・議論が開始されています。

そこで、実効ある高齢者虐待防止法の制定に向けて検討するために、本シンポジウムの開催を企画いたしました。

是非とも、介護の現場に携わっている福祉団体・医療福祉関係者、弁護士、研究者、報道関係者等、多くの方々の参加をお待ちしております。

２．日時　２００５年４月２０日（水）１８時～２０時

３．会場　弁護士会館１７階１７０１会議室

　　　　　東京都千代田区霞が関１－１－３（地下鉄霞ヶ関駅Ｂ１－ｂ出口直結）

４．事前申込不要（当日先着順）、参加費無料

５．主催　日本弁護士連合会

６．日程

　１．基調報告「高齢者虐待防止についての日弁連の取り組み」

　２．パネルディスカッション

　＜パネリスト＞

池田　恵利子　さん（社会福祉士） 

猪熊　律子　さん（新聞記者） 

渡辺　由美子　さん（厚生労働省老健局） 

中山　福二　さん（弁護士） 

７．その他

なお、当日の事情により、パネリストが変更になる場合があります。

お問い合せ先：日弁連人権部人権第二課　電話：０３-３５８０-９５０７

シンポジウム及び提言については日弁連ホームページでもご覧いただけます。

http://www.nichibenren.or.jp/

「高齢者虐待を防止するための提言」２００４年１０月２０日　日本弁護士連合会ホームページより
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★「高齢者虐待を防止するための提言」（１０月２０日/日本弁護士連合会）

　日本弁護士連合会は１０月２０日、「高齢者虐待の防止するための提言」を公表しました。

　このなかで同連合会は以下の提言を行っています。

１．現行制度下でなすべきこと

（１）介護保険や生活保護法などの制度の周知と利用の促進を図る。

（２）悪質な介護サービス事業者を排除する。

（３）都道府県等自治体は社会福祉法人等の事業者の監督等の公的責任を果たす。

（４）ケアマネージャー、市町村の高齢者福祉関係職員などが虐待の早期発見に努め関連機関と連携して予防策を講じる。

２．立法によりなすべきこと

（１）虐待の把握や防止は現行法では困難である。

（２）高齢者虐待防止法制定に向けて世論を喚起する。

（３）「高齢者虐待防止センター」（仮称）のような中核機関を設ける。

（４）民生委員、訪問介護士などに通報義務を持たせる。

（５）「一応の証拠があれば」立ち入ることができる権限を制定する。

（６）虐待被害高齢者の意思の尊重・同意と保護命令を適切に運用する。

（７）専門職員を配置し家庭裁判所や警察等関連機関との連携を図る。

（８）被虐待高齢者の安全を確保しその意思を十分に確認する。

　本提言の全文はこちらをご覧ください。（日本弁護士連合会ホームページより）

提言１　http://www2f.biglobe.ne.jp/~boke/ea1.pdf

提言２　http://www2f.biglobe.ne.jp/~boke/ea2.pdf

提言３　http://www2f.biglobe.ne.jp/~boke/ea3.pdf

2005.04.01－06.30　共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請について
日本社会福祉士会生涯研修センターから「生涯研修制度」標記の連絡がありましたので、ホームページ上で紹介させていただきます。 

１．共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請について

２００５年４月１日から、２００４年度の共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請の受付が始まります。今後、申請の対象となる方が円滑に手続きできるよう、『ぴっと』等を通してアナウンスしていく予定ですが、支部からも申請対象となるみなさんへ、ご周知していただけますようお願いします。

２．申請期間

２００５年４月１日～６月３０日（共通、専門とも共通です）

３．共通研修課程修了申請の対象となる研修期間

２００２年４月１日～２００５年３月３１日 

４．共通研修課程修了申請対象者

会員番号１～１５１１３の方で、２００２年度から２００３年度に申請されていない方

※　共通研修課程修了の有効期間は修了後３年間です。有効期間が修了された方は申請対象者となりますので、お気をつけください。

※　共通研修課程修了有効期間内は専門分野別研修の受講条件の一つとなります（研修によっては、経過措置及び代替条件があります）。

５．専門分野別研修認定申請対象研修

２００３年度から３つの新しい専門分野別研修がスタートし、２００４年度に第１期の方が修了しました。その方々も認定申請の対象となります。

　第１期　障害者の地域生活支援研修

　第１期　保健医療分野におけるソーシャルワーク専門研修

　第１期　現場実習指導者養成研修

　第４期～第７期　成年後見人養成研修

本件担当


在宅福祉課　井川隆英


電　話　８４－０８１８


ＦＡＸ　８４－０４６０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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